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　第 ７ 回 ア フ リ カ 開 発 会 議
（TICAD７）は８月30日、横浜宣
言「アフリカの経済成長の進展を
めざす」を採択して閉幕した。日
本は会議を通じて民間主導の投資
拡大（約２兆円）を訴え、政府と
しては投資拡大の環境を整える人
材育成を前面に掲げた。安倍晋三
首相は、筆者の参加した民間のセ
ミナーでも「相手国（アフリカ諸
国）が借金漬けになっては、皆様
のアフリカ進出を妨げる。日本政
府として重点国を毎年10ヵ国選
び、向こう３年間、延べ30ヵ国の
担当者に公的債務やリスク管理の
研修をする」と強調した。さらに
安倍首相は、民間企業によるアフ
リカへの投資を促進するため、政
府系の保険会社「日本貿易保険」
やJICA（国際協力機構）を通じ、
使い勝手のいい透明性の高い融資
を進める考えを示した。
　会議の重要性を鑑み、麻生副総

理・財務大臣や河野外務大臣もア
フリカ諸国のトップと多くの会談
を持った。しかし民間企業の反応
は低調である。
　政府は経済界に対し、ODA増額
が望めない中、しきりに民間に投
資拡大を促してきた。結果は日本
貿易振興機構（JETRO）によると
日本の対アフリカ直接投資残高は
16年末99億ドル、18年末87億ド
ルと横ばいである。なぜ日本企業
はアフリカ投資に消極的なのか。
　今回のTICAD展示会場（パシ
フィコ横浜）には150社を超える
ブースがあり、大きな企業の幹部
に尋ねると①政情的に不安定、テ
ロ、強盗などで社員の命を守れな
い国が多い、②インフラが未整備
（電力、通信、道路など）、③衛生
的な環境が整っていない、具体的
には安全な水の確保、衛生的なト
イレ環境、廃棄物処理などが挙げ
られた。このように水の確保が大

きな課題の一つであることを指摘
された。
　投資促進の前に、もう一度アフ
リカ最大の課題である水問題につ
いて提起してみたい。

1．アフリカの水資源と飢餓

　国連の調べによると、アフリカ
の人口増加率は高く、2017年段階
では約12億人だったが2050年には
現在の２倍以上に当たる25億人に
なると予想されている。
　急激な人口増加は食糧の需要を
高め、さらに農業、牧畜を問わず、
生きるために重要な資源である肥
沃な土地や水資源をめぐる争いに
突入している。
　過去100年の歴史からみると人
口増加率の２倍が水需要であった。
現在のアフリカの水資源でさえ極
端に不足なのに、アフリカ諸国の
将来は「今後の水資源の確保に委
ねられている」といって過言でな
いだろう。
１）アフリカの水賦存量
　国連が2014年に発表した「世界
水発展報告書2014」によるとアフ
リカ全体の水資源賦存量は
3931km3/年であり、世界の水資源
に占めるその割合は9.2％であった。
　具体的には、一人当たりの水資
源量は世界平均6100m3/年である
が、既にアフリカは世界平均の６
割しか水資源が無い状態である。
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TICAD７　投資の前に水問題解決を

▲本会議場（パシフィコ横浜） ▲サイドイベント会場 ▲G８インターナショナル社のブース
　で河野外相（中央）と（左端が筆者）
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によって家族みなで育てた小麦や
トウモロコシなどの穀物類の収穫
が激減し、国全体が大規模な飢餓
に恐れている国も多くなっている。
勿論、内戦や部族間の対立により、
水源や食料、土地そのものを奪わ
れてしまい、さらなる飢餓人口を
増加させている。
　世界の飢餓人口は2017年に８億
2100万人と推定されており、アフ
リカだけに焦点を当てると３人に
１人が飢餓という高い割合を記録
し、約２億６千万人が栄養不足に
陥っている。つまり水さえあれば
飢餓が救える状態である。

2．アフリカの水災害

　アフリカの飲料水問題（安全な
水の確保）については、既に国連
や世界的なNGO、NPOにより報
道され理解が進んでいるが、ここ
ではあまり語られない水災害につ
いて触れてみたい。
　アフリカは気候変動に対し、最
も脆弱な地域として知られている。
厳しい干ばつ被害は多く報道され
ているが、逆に水インフラが整備
されていない地域に大雨や洪水が
起こると甚大な被害をもたらして
いる。

去最大級のサイクロン（イダイ）
がアフリカ南東部を直撃した。被
災者は260万人以上で、モザンビー
ク中央部だけで40万人が住宅を失
い、死者は1000人を超えるとみら
れている。隣国のマラウイでは92
万人が被災している（国連筋の発
表）。

3．日本の果たす役割は

　アフリカは世界最後の新市場と
もいわれているが、水問題が軽視
されている。日本は水と衛生分野
で世界のトップランナー（水分野
のODA）であった。我々の先達の
苦労を無駄にしないように、再度、
アフリカ支援や技術の移転に取り
組むべきであろう。特にアフリカ
地域で頻発する水災害に対する防
災・減災協力、河川管理、下水道
の整備など、わが国には水災害防
止について様々な優れた技術やノ
ウハウが蓄積されている。アフリ
カを含む途上国の開発において、
「防災・減災の主流化」を推進する
ことは、他国にできない日本の貢
献策となるだろう。

※�水ストレス：一人当たり年間使用水
量1700m3を下回ると日常生活に不
便を感じる状態を示す。

１）大規模水災害（2003年）
　2003年に起きたスーダンから
チャドに至る全域で洪水が頻発し
た。西部アフリカのナイジェリア
では11万戸以上が倒壊し31万人が
避難し、急激なダム放流により100
村が浸水し900農場が流出した。
同じく北部アフリカの大雨で、チュ
ニジアの川が氾濫し２万７千人が
避難している。この地域は４年間
の干ばつ被害後、10年来の大雨洪
水被害が出た。東部アフリカのケ
ニアでは、ビクトリア湖の大洪水
で100万人が避難、スーダンでは
35万人が被害を受け８割がホーム
レスになった。南部アフリカでは、
マラウイでは40万人が、モザン
ビークでは42万人、ザンビアでは
３万人が被害を受けている。この
ようにアフリカ全体では250～300
万人の被害者が出ている。
　勿論人的被害だけではなく、直
接被害として農地の流出、冠水被
害、家屋の倒壊、道路・橋梁の流
出、水道施設の破壊なども頻発し、
さらなる貧困のスパイラルに陥っ
ている。
２）サイクロン大災害（2019年）
　巨大サイクロンによる被害も報
告されている。2019年３月には過

▲2050年における世界の水質汚染地図　アフリカおよびアジア地域の汚染拡大
　出所：Veolia/IFPRI（2015, fig. 3, p. 9）　　　　　　　　　　　　　　　　　

　さらに水資源量だ
けではなく、水質汚
染も深刻になってい
る。
２）飢餓人口
　アフリカ人口の約
８割の人々が農業で
生計を立てている。
そしてアフリカの家
計は、60～80％とい
う高い割合で食料の
確保に費やされてい
る。近年の大規模な
干ばつや、異常気象


